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第5次エネルギー基本計画における水素に関する記載
第２章第２節
６．“水素社会”の実現に向けた取組の抜本強化

水素を再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢とすべく、環境価値を含め、水素の調達・供給コストを従来エネルギーと遜色のない水準まで低減さ
せていくことが不可欠である。このため、水素基本戦略等に基づき、足元では燃料電池自動車を中心としたモビリティにおける水素需要の拡大を加速するとともに、中長
期的な水素コストの低減に向け、水素の「製造、貯蔵・輸送、利用」まで一気通貫した国際的なサプライチェーンの構築、水素を大量消費する水素発電の導入に向け
た技術開発を進め、脱炭素化したエネルギーとして、水素を運輸のみならず、電力や産業等様々な分野における利用を図っていく。

（１）燃料電池を活用した省エネルギーの推進
• エネファームについては２０２０年頃の市場自立化を実現。
• 発電効率の向上や熱利用率の向上に向けた技術開発、優位性のある市場を開拓、
余剰電力取引を通じて他の需要家にも融通する取組を拡大。

• 業務・産業用燃料電池の普及に向けては、早期に市場自立化を目指し、イニシャル
コストの低減に資する技術開発、発電効率（６０％）を備える機器の開発、実
装を進める。

（２）モビリティにおける水素利用の加速
• ２０２０年代後半までに水素ステーションビジネスの自立化。
• 規制改革、技術開発、官民一体による水素ステーションの戦略的整備を三位一体
で推進する。

• 他のアプリケーションへの展開を併せて進めていくことが重要である。そのため、２０３０
年までに燃料電池バス１,２００台程度、燃料電池フォークリフト１万台程度等の
普及を目指すほか、燃料電池トラック等の導入に向けた技術開発を進める。

（３）低コストの水素利用実現に向けた国際的な水素サプライチェーン
の構築と水素発電の導入

• ２０３０年頃に商用規模の国際的な水素サプライチェーンの構築をし、年間３０
万t程度の水素を調達するとともに、３０円／Ｎｍ３程度の水素供給コストの実現。

• 導入初期は既設の天然ガス火力における混焼実証に向けた取組を中心に、小規模
な自家発電設備等における水素混焼も含め、導入拡大を図るとともに、水素の燃焼
特性に応じた燃焼器の開発を進める。２０３０年頃の商用化を実現し、その段階
で１７円／ｋＷｈのコストを目指す。

（４）再生可能エネルギー由来水素の利用拡大に向けた技術開発の推
進と地域資源を活用した地方創生

• 国内のみならず、欧州等海外市場への展開も含め商用化を進める。水電解システム
は、２０２０年までに５万円／ｋＷを見通すことのできる技術の早期確立を目指す。

• ２０２０年以降は、福島の実証プロジェクト等の成果も踏まえ、Ｐ２Ｇシステムの事
業化・社会実装に向けた取組を進め、２０３０年頃の商用化を目指す。

• 地域における水素を活用した分散型エネルギーシステムの将来的な需給や市場規模
を想定し、中核である水電解システムの低コスト化、水電解システムの規模の最適化、
部品や技術の共通化等に取り組む。

（５）２０２０年東京五輪での“水素社会”のショーケース化
• 水素・燃料電池技術を、大会を契機に世界にアピールするとともに、これを梃子として、
水素・燃料電池技術に係るイノベーションの更なる加速化につなげる。

（６）グローバルな水素利活用の実現に向けた国際連携強化
• ＩＰＨＥ等の既存の枠組みも活用しながら、他国との共同研究の実施や規制・
ルールのハーモナイゼーション、国際標準化等の取組を進めるとともに、ＩＥＡやＩ
ＲＥＮＡとの連携を通じて、国際レポート等を通じた積極的な情報発信に取り組む

• ２０１９年のＧ２０サミットの機会を捉え、日本が水素・燃料電池技術で世界を
リードする姿勢をしっかりと打ち出すべく、官民が一体となって取組を進める。



３

水素基本戦略

第2回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議での総理指示（平成29年12月26日）
「水素エネルギーは、イノベーションによってエネルギー安全保障と温暖化問題を解決する切り札となるものです。本日
決定した基本戦略は、水素を新たなエネルギーの選択肢として、日本が世界の脱炭素化をリードしていくための、言
わば道しるべであります。

基本戦略に掲げた施策を速やかに実行に移してください。その先駆けである福島新エネ社会構想は、既に動き始め
ています。浪江町では、この夏から、再生可能エネルギーを利用し、世界最大級CO2排出ゼロの水素製造プロジェ
クトが始まりました。2020年には、このクリーンな福島産の水素を東京オリンピック・パラリンピックに活用することで、
復興五輪として、新しい福島の復興の姿を世界に発信していきます。

日本が世界をリードして水素社会を実現する。その決意の下に、世耕大臣を始め、関係大臣は、基本戦略に沿っ
て政府一丸となって取り組んでください。」






